







































































害者施策に関しても、イングランドでは 2009 年に「2009 年自閉症法（Autism
Act2009）」が成立し、本法に基づき自閉症の成人のニーズに合った計画を
公刊し、時宜に応じて改訂することが保健・社会福祉大臣に対して義務付け
られている 5）。その最初のものは 2010 年の『生活を満たし価値あるものにす
る（FulfillingandRewardingLives）』であり、以後、2014 年にはこの改訂
版である『自閉症を考える（ThinkAutism）』が公刊され、同計画はさらに





と 国 連 審 査 の 状 況 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/tyosa/h28kokusai/h
２_02_01.html（2018 年 10 月 10 日閲覧）。
4）　法務省法務総合研究所研究部報告 52「知的障害を有する犯罪者の実態と処遇」、
65 頁。http://www.moj.go.jp/housouken/housouken03_00072.html（2018 年 10
月 10 日閲覧）。
5）　Department of Health & Social Care（2018）、“Think Autism strategy 


























8）　HM Government（2014）、“Think Autism Fulf i l l ing and Rewarding 































罪を犯した障害者に対する AA については、前述の 1984 年 PACE の実
務規範 C（以下「PACECodeC」と称する。）において役割が定義されてい





























































































22）　Home Office（2018）, op. cit,p12. Department of Health（2015）, Code 















































AA については現在、英国における「全国 AA ネットワーク（National
AppropriateAdultNetwork（NAAN））」が存在する。これは実務家による





清野憲一「英国刑事法務事情（１）」刑事法ジャーナル第 vol.3（2006 年）、72 頁、



















けた NAAN 自体の改善、の３点を挙げている 33）。そして、その活動として「意
識の向上」「全国基準の確立」「手引きの開発」「ボランティアのサポート」「保
護者や監護者への告知」「トレーニングの提供」「調査の実施」「政策の告知」

















































































































１．2009 年の BradleyReport と AA43）
英国では 2007 年に、元内務大臣のブラッドリー卿が、刑事司法システム
における障害者の精神保健の問題に関する調査をするよう指示を受けた。そ

























②警察署における AA の調査を実施することを検討する（2010 年４月ま
でに達成）。






























が少年であった 46）。ロンドンにおいてもリクエスト数の 78% が少年を対象と
するものであり、脆弱な成人を対象とするものは 22% にとどまった 47）。さら
に、BTP の場合も、リクエスト数の 84% が少年を対象とするものであり、







































ら AA を提供しているとのことであった 58）。他方、BTP においては、ソーシャ
ルサービスが実施している一地域を除き、民間セクターの組織との契約に
よって AA を提供していた。BTP がこうした契約を結んでいるのは、BTP

















































































ただし NAAN はこの点について、PACE の文言の解釈が影響しているの
























PACE の遵守をすべきこと、および AA が成人・少年すべての人定手続に立
ち会うべきことや、不合理な遅延にならないのであれば、訴追あるいはその
他の処分における AA の立会いを求める修正が PACE に与えられることを
検討するよう求めている 80）。


























なお、NAAN はその後、内務省に対して 2015 年３月に最新の調査結果報
告書『そこに支援する（Theretohelp）―警察による身柄拘束あるいは取調
べを受けている精神的に脆弱な成人に対する AA の提供を保証する』を提出





























11 万３千ユーロ）と見積もられている。全国の成人に対する AA の提
供コストは現在、年間 300 万ユーロ超と見積もられている。
この調査結果を見る限り、脆弱な成人に対する AA の運用状況は、2010
年の調査時から大きな変化はなく、罪を犯した知的障害者や発達障害者の早
期のスクリーニングやアセスメントは未だ不十分な状況に置かれているよう
である。こうした状況は、2010 年平等法の成立や、ブラッドリー報告を受け
ての『健康の改善、司法の支援』計画等を基に、今後さらに修正されていく
ものと思われる。
他方、英国は逮捕に伴う身柄拘束の機関が原則 24 時間と非常に短く、取
調べにはソリシタが立ち会うほか、取調べの内容は全て録音・録画される
ことになっており、黙秘権も事実上廃止されている 85）。また、警察が訴追権
を有しているほか、注意処分や譴責処分などの様々な処分権を有しているな
ど、わが国とはかなり異なる司法制度を有している。したがって、AA 制度
のわが国に対する示唆を検討するうえでは、英国の刑事司法制度全体の中で、
AA 制度が立法政策上・運用政策上どのような位置づけにあるのかを分析し
たうえで、合理性・相当性・補充性といった観点からわが国における展開可
能性を検討していく必要がある。その意味では、本稿は検討の序論部分の位
置づけにあるに過ぎない。AA 制度をめぐるこうした点を早急に解明・検討
することを今後の課題として、本稿を閉じたい。
85）　清野、前掲「英国刑事法務事情（２）」、72 頁。
